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   令和８年度北名古屋市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和８年度北名古屋市下水道事業会計予算は、次に定めるところによ

る。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 ⑴ 年間総処理水量               ３，８４４，８００㎥ 

 ⑵ １日平均処理水量                 １０，５３４㎥ 

 ⑶ 接続戸数                     １８，６３５戸 

 ⑷ 水洗化人口                    ４０，５５８人 

 ⑸ 主要な建設改良工事 

   施設整備工事（汚水）           １，０７３，１７２千円 

   施設整備工事（雨水）             １３６，４０９千円 

   公共汚水ます設置工事（汚水）         １３２，６８４千円 

   路面復旧費（汚水）              １２４，７７３千円 

   流域下水道建設負担金              ３３，３３７千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収    入 

 第１款 下水道事業収益            １，８６５，４２４千円 

  第１項 営業収益                ６９０，８８６千円 

  第２項 営業外収益             １，１７４，５３６千円 

  第３項 特別利益                      ２千円 

支    出 

 第１款 下水道事業費用            １，７５９，５７９千円 

  第１項 営業費用              １，５２９，６２５千円 

  第２項 営業外費用               ２２８，９５２千円 

  第３項 特別損失                      ２千円 

  第４項 予備費                   １，０００千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額４８０，５９９千円は消費税及び地方消費

税資本的収支調整額９４，８５７千円、損益勘定留保資金３８５，７４２千

円で補てんするものとする。） 

収    入 

 第１款 資本的収入              ２，３３７，７４２千円 

  第１項 企業債               １，３６７，３００千円 

  第２項 出資金                 ２１９，４６９千円 

  第３項 負担金                  ４０，６３８千円 

  第４項 補助金                 ７１０，３３５千円 

支    出 

 第１款 資本的支出              ２，８１８，３４１千円 

  第１項 建設改良費             ２，１８０，３０４千円 

  第２項 企業債償還金              ６３８，０３７千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道 

事   業 

1,119,200 

千円 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政府

資金、地方公共団体金

融機構資金及び銀行等

引受資金について、利

率の見直しを行った後

においては、当該利率

見直し後の利率） 

政府資金については、

その融資条件により、

銀行その他の場合には

その債権者と協定する

ものによる。ただし、

市財政の都合により据

置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還

もしくは低利に借換え

することができる。 

流域下水道 

事   業 

33,300 

千円 

資 本 費 

平 準 化 債 

214,800 

千円 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおりと定める。 

 ⑴ 予定支出の各項の経費及び各項間の経費 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければならない。 

⑴ 職員給与費                 ９２，９９２千円 

 （他会計からの補助金等） 

第９条 下水道事業の安定した運営のため、北名古屋市一般会計からこの

会計へ受け入れる補助金等は、１，１６５，３２０千円である。 

 

  令和８年２月２０日提出 

 

                 北名古屋市長 太 田 考 則    
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２  予算に関する説明書 
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収入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　考

1,865,424

690,886

1 下水道使用料 467,763

2 雨水処理負担金 180,634

3 その他の営業収益 42,489

1,174,536

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 671,482

3 長期前受金戻入 412,942

4 消費税及び地方消費税還付金 90,049

5 雑収益 62

2

1 過年度損益修正益 1

2 その他特別利益 1

支出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　考

1,759,579

1,529,625

1 管渠費 39,795

2 ポンプ場費 94,869

3 雨水貯留施設費 2,673

4 業務費 29,076

5 総係費 102,410

6 流域下水道管理費 424,251

7 減価償却費 835,977

8 資産減耗費 574

228,952

1 支払利息及び企業債取扱諸費 228,952

2

1 過年度損益修正損 1

2 その他特別損失 1

1,000

1 予備費 1,000

令和８年度北名古屋市下水道事業会計予算実施計画

2 営業外費用

4 予備費

1 下水道事業収益

1 営業収益

2 営業外収益

3 特別利益

1 下水道事業費用

1 営業費用

3 特別損失

収益的収入及び支出

 

-9-



資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　考

2,337,742

1,367,300

1 企業債 1,367,300

219,469

1 他会計出資金 219,469

40,638

1 受益者負担金 39,738

2 工事負担金 900

710,335

1 国庫補助金 616,600

2 他会計補助金 93,735

支出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　考

2,818,341

2,180,304

1 管路建設改良費 2,077,467

2 ポンプ場建設改良費 5,500

3 雨水貯留施設建設改良費 64,000

4 流域下水道建設負担金 33,337

638,037

1 企業債償還金 638,037

2 出資金

4 補助金

1 建設改良費

1 資本的支出

2 企業債償還金

1 資本的収入

1 企業債

3 負担金
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(単位：千円)

10,988
835,977

574
△ 27

858
△ 412,942

△ 1
228,952

△ 1,167
3,917

667,129
1

△ 228,952
438,178

△ 1,990,473
△ 30,306

85,214
560,546
36,126

819
△ 1,338,074

1,367,300
△ 638,037

219,469
948,732

48,836
1,092,920
1,141,756

令和８年度北名古屋市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　当年度純利益（△は純損失）
　　　　減価償却費
　　　　資産減耗費
　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　　賞与等引当金の増減額（△は減少）
　　　　長期前受金戻入額
　　　　受取利息及び配当金
　　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　　　　小　　計
　　　　利息及び配当金の受取額
　　　　利息の支払額
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー
　
２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　有形固定資産の取得による支出
　　　　無形固定資産の取得による支出
　　　　一般会計からの繰入金による収入
　　　　国庫補助金による収入
　　　　受益者負担金等による収入
　　　　工事負担金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー
　
３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の収入
　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　　一般会計からの出資等による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　
　　　資金増加額（△は減少）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高
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給　与　費　明　細　書

１　総括

備考　（　）内は、再任用職員について外書き

1,152

748 19,0241,416

48 586 △ 234 951 521

3,210 504 554 2,947

3,796 270 1,505 3,468 748 20,176

時 間 外
勤務手当

管 理 職
手　　当

1,464

本　年　度

前　年　度

比　　　較

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

期末・勤勉
手  　　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

0

（千円） （千円）（千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

給与費

報酬 給料 手当 計

法　定

福利費
合計

区　　　分

（千円） （千円）（人） （人） （千円）（千円）（千円）（千円）

職員数

特別職 一般職

16,341

14,457

1,884

92,992

86,529

6,463
(0)

45,224

43,669

1,555

31,427

28,403

3,024

76,651

72,072

4,579

11

11
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２　給料及び手当の増減額の明細

給料 1,555 1 給与改定に

　伴う増減分

手当 3,024 1 制度改定に

　伴う増減分

11人11人前 年 度

増 減

△ 234

951

521

0

1,152

扶養手当3,0242 その他の

  増減分

時間外勤務手当

管理職手当

地域手当

住居手当

通勤手当

期末・勤勉手当

48

586

計職する

0人 0人

11人11人

2 昇給に伴う

　増加分

3 その他の

  増減分

本 年 度

1,555

職員数の異動状況異動等に伴う減額等

昇給に伴う増分

増 減 額

（千円） （千円）

職員数

現に在

その他

増 減 事 由 別 内 訳
区分 説 明 備 考
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３　給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たり給与

　⑵　初任給

　⑶　級別職員数

備考　（　）内は、再任用職員について外書き

（級別の標準的な職務内容）

係　　長 主　　任 主　　事 書　　記

区　分

部　　長行政職 次　　長 課　　長 課長補佐

１級５級 ４級 ３級８級 ７級 ６級 ２級

計 11 100.0

2

1 2 18.2

4 1 9.1

3 5 45.4

6 1 9.1

5 2 18.2

1 10.0

8

7

1 10.0

10 100.0

令和8年1月1日現在

（％）

8

7

6

5

4

3

2

計

1

区 分
行政職

級 （人）職 員 数 構 成 比

2 20.0

3 30.0

3 30.0

高校卒

短大卒

大学卒

206,700

41歳11月

一 般 会 計 の 制 度

（円）行 政 職

206,700

222,600 222,600

237,600 237,600

411,079

43歳10月

320,218

（円）

平 均 年 齢 （歳）

平 均 給 料 月 額 （円）

区 分 行 政 職 （円）

令和7年1月1日現在

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 （歳）

378,637

区 分 行政職

令和7年1月1日現在

平 均 給 与 月 額 （円）

令和8年1月1日現在

（円）平 均 給 料 月 額 353,990
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　⑷　昇給

　⑸　特殊勤務手当

　⑹　期末手当、勤勉手当

備考　（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

　⑺　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

25年勤続
の者(月分)

2.300 2.300

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり
一般会計の制度
（支給率等）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり

20年勤続
の者(月分)

支給率計
（月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給期別支給率

2.325

（円）支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り 平 均 支 給 月 給

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

前 年 度

2.325 2.325 4.65

その他の加算措置等

2.325 4.65

区 分

区 分
6月（月分） 12月（月分）

本 年 度

行政職

―

―

―

―

（％）

（％）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支給対象職員の比率（令和 8年 1月 1日現在）

(人)

（％）

(人)

(人)

(人)

(人)

（％）

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

Ⓑ

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

Ⓐ

４号給

区 分

３号給 1

8

10

9

0

7

2

0

Ⓑ

Ⓑ／Ⓐ 90.0

本

年

度

号 給 数 内 訳

２号給

４号給

６号給

８号給

比 率

３号給 (人) 0

行政職区 分

６号給 0

８号給 0

35年勤続
の者(月分)

最高限度
（月分）

備 考

有

有

有

4.60

(1.225) (1.225) (2.45)
一般会計の制度

(1.225) (1.225) (2.45)

(1.200) (1.200) (2.40)

備 考

前

年

度

11

10

号 給 数 内 訳

２号給 1(人)

(人)

(人)

比 率 Ⓑ／Ⓐ 90.9

Ⓐ

-15-



　⑻　その他の手当

同じ

一般会計の制度との異同 差異の内容

地 域 手 当

住 居 手 当

同じ

通 勤 手 当

同じ

区 分

扶 養 手 当 同じ
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(単位：千円)

１
⑴

イ 1,540,505
ロ 1,473,526

△ 347,947 1,125,579
ハ 29,487,488

△ 3,761,680 25,725,808
ニ 1,474,242

△ 612,952 861,290
ホ 882

△ 730 152
ヘ 2,371

△ 1,010 1,361
29,254,695

⑵
イ 2,341,730

2,341,730
⑶

イ 423
423

31,596,848

２
⑴ 1,141,756
⑵ 129,389

△ 113 129,276
1,271,032

32,867,880

令和８年度北名古屋市下水道事業会計予定貸借対照表
(令和9年3月31日)

車 両 運 搬 具

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金
投資その他の資産合計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

-18-



３
⑴

イ 15,524,902

15,524,902
15,524,902

４
⑴

イ 665,343

665,343
⑵ 153,025
⑶

イ 8,068
8,068

826,436

５
⑴ 17,256,536
⑵ △ 2,780,857

14,475,679
30,827,017

６ 1,496,021

７
⑴

イ 565,723
ロ 93
ハ 349,416
ニ 115,449

1,030,681
⑵

イ 485,839
△ 485,839

544,842
2,040,863

32,867,880

負　債　の　部

未 払 金

固 定 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

資　本　の　部

引 当 金
賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

 ⑴ 固定資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     建物            ３８年 

     構築物           ２０年～５０年 

     機械及び装置        １０年～２０年 

     工具、器具及び備品      ３年～１５年 

  ロ 無形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     施設利用権         ４５年 

 ⑵ 引当金の計上方法 

  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上しない。 

  ロ 賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

 ⑶ その他会計に関する書類のための基本となる重要事項 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理方式による。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

 ⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

６，２３９，３８４千円である。 

 

３ セグメント情報の開示 

  北名古屋市下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントであるため、

記載を省略している。 
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(単位：千円)
１ 営　業　収　益
　（１）下水道使用料 407,465
　（２）雨水処理負担金 205,966
　（３）その他の営業収益 211 613,642
 
２ 営　業　費　用
　（１）管渠費 17,791
　（２）ポンプ場費 107,547
　（３）雨水貯留施設費 1,070
　（４）業務費 24,491
　（５）総係費 105,467
　（６）流域下水道管理費 367,552
　（７）減価償却費 805,224
　（８）資産減耗費 397 1,429,539
　　　　営　業　損　失  815,897
 
３ 営　業　外　収　益
　（１）受取利息及び配当金 1
　（２）他会計補助金 629,638
　（３）長期前受金戻入 411,330
　（４）雑収益 1 1,040,970
 
４ 営　業　外　費　用
　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 198,223
　（２）雑支出 16,185 214,408 826,562
　　　　経　常　利　益 10,665
 
５ 特　別　利　益
　（１）過年度損益修正益 1
　（２）その他特別利益 1 2
 
６ 特　別　損　失
　（１）過年度損益修正損 1
　（２）その他特別損失 136 137

７ 予　備　費
　（１）予備費 1,000 1,000 △ 1,135
　　　　当年度純利益 9,530
　　　　前年度繰越欠損金 506,357
　　　　当年度未処理欠損金 496,827

令和７年度北名古屋市下水道事業会計予定損益計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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(単位：千円)

１
⑴

イ 1,540,505
ロ 1,473,526

△ 304,454 1,169,072
ハ 27,502,015

△ 3,147,131 24,354,884
ニ 1,469,816

△ 524,839 944,977
ホ 882

△ 730 152
ヘ 2,371

△ 807 1,564
28,011,154

⑵
イ 2,401,043

2,401,043
⑶

イ 423
423

30,412,620

２
⑴ 1,092,920
⑵ 128,222

△ 140 128,082
1,221,002

31,633,622

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金
投資その他の資産合計

車 両 運 搬 具

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

令和７年度北名古屋市下水道事業会計予定貸借対照表
(令和8年3月31日)
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３
⑴

イ 14,822,947

14,822,947
14,822,947

４
⑴

イ 638,035

638,035
⑵ 149,108
⑶

イ 7,210
7,210

794,353

５
⑴ 16,574,405
⑵ △ 2,368,489

14,205,916
29,823,216

６ 1,276,552

７
⑴

イ 565,723
ロ 93
ハ 349,416
ニ 115,449

1,030,681
⑵

イ 496,827
△ 496,827

533,854
1,810,406

31,633,622
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

一 般 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金 収 益 化 累 計額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資　本　の　部

引 当 金
賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

未 払 金

固 定 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

負　債　の　部
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

 ⑴ 固定資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     建物            ３８年 

     構築物           ２０年～５０年 

     機械及び装置        １０年～２０年 

     工具、器具及び備品      ３年～１５年 

  ロ 無形固定資産 

    減価償却の方法       定額法による。 

    主な耐用年数 

     施設利用権         ４５年 

 ⑵ 引当金の計上方法 

  イ 退職給付引当金 

職員の退職手当は、一般会計がその全額を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上しない。 

  ロ 賞与等引当金 

    職員の期末手当、勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支払に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 

 ⑶ その他会計に関する書類のための基本となる重要事項 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理方式による。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

 ⑴ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年

以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

６，６３９，６５４千円である。 

 

３ セグメント情報の開示 

  北名古屋市下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントであるため、

記載を省略している。 
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３  予算実施計画明細書 

 

-25-



収益的収入

1 下水道事業収益 1,865,424 1,794,389 71,035
1 営業収益 690,886 654,388 36,498

1 下水道使用料 467,763 448,211 19,552

2 雨水処理負担金 180,634 205,966 △ 25,332
3 その他の営業収益 42,489 211 42,278

2 営業外収益 1,174,536 1,139,999 34,537
1 受取利息及び配当金 1 1 0
2 他会計補助金 671,482 629,638 41,844
3 長期前受金戻入 412,942 411,330 1,612

4 消費税及び地方消費税 90,049 99,029 △ 8,980
還付金

5 雑収益 62 1 61
3 特別利益 2 2 0

1 過年度損益修正益 1 1 0
2 その他特別利益 1 1 0

収入  

款　　　　項 目

令和８年度北名古屋市下水道

本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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事業会計予算実施計画明細書

及び支出
（単位：千円）

区 分 金 額

1 公共下水道使用料 467,759 公共下水道使用料 467,759
2 公共下水道占用料 4 公共下水道占用料 4
1 雨水処理負担金 180,634 雨水処理負担金 180,634
1 手数料 210 指定工事店指定申請手数料 210
2 雑収益 42,279 雑収益 42,279

1 預金利息 1 預金利息 1
1 一般会計補助金 671,482 事業運営補助分 671,482
1 長期前受金戻入 412,942 一般会計繰入金長期前受金戻入 130,087

受益者負担金長期前受金戻入 23,037
工事負担金長期前受金戻入 1,675
国庫補助金長期前受金戻入 238,087
県補助金長期前受金戻入 6,889
受贈財産評価額長期前受金戻入 1,758
その他長期前受金戻入 11,409

1 消費税及び地方消費税 90,049 消費税及び地方消費税還付金 90,049
還付金

1 雑収益 62 雑収益 62

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1
1 その他特別利益 1 その他特別利益 1

説 明
節
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1 下水道事業費用 1,759,579 1,682,505 77,074
1 営業費用 1,529,625 1,483,145 46,480

1 管渠費 39,795 19,570 20,225

2 ポンプ場費 94,869 118,292 △ 23,423

3 雨水貯留施設費 2,673 1,177 1,496
4 業務費 29,076 26,941 2,135

5 総係費 102,410 110,795 △ 8,385

支出 

款　　　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

区 分 金 額

1 光熱水費 131 電気料（汚水） 131
2 委託料 13,814 水質調査委託料（汚水） 1,991

施設保安業務委託料（汚水） 11,823
3 修繕費 25,472 修繕費（汚水） 24,670

修繕費（雨水） 802
4 材料費 378 補修原材料費（汚水） 378
1 備消品費 90 消耗品費（雨水） 90
2 燃料費 117 燃料費（雨水） 117
3 光熱水費 3,450 電気料（雨水） 3,180

上下水道料（雨水） 270
4 通信運搬費 80 電話料（雨水） 80
5 委託料 63,131 ポンプ場施設管理委託料（雨水） 62,194

施設保安業務委託料（雨水） 629
清掃業務委託料（雨水） 308

6 手数料 406 ポンプ場施設法定調査手数料（雨水） 353
電気供給サービス手数料（雨水） 53

7 修繕費 27,513 修繕費（雨水） 110
補修工事（雨水） 27,403

8 保険料 82 建物共済保険料（雨水） 79
下水道賠償責任保険料（雨水） 3

1 委託料 2,673 清掃業務委託料（雨水） 2,673
1 委託料 1,958 下水道使用料徴収事務委託金（汚水） 1,958
2 負担金 27,118 区域外流入負担金(汚水） 4,354

使用料徴収事務負担金（汚水） 22,764
1 給料 25,092 一般職給 25,092
2 手当 16,726 扶養手当 468

通勤手当 911
管理職手当 748
時間外勤務手当 1,314
期末・勤勉手当 11,180
地域手当 2,105

3 賞与引当金繰入額 3,727 賞与引当金繰入額 3,727
4 報酬 96 報酬 96
5 法定福利費 8,992 共済組合負担金 8,992
6 法定福利費引当金繰入額 741 法定福利費引当金繰入額 741
7 旅費 24 普通旅費 9

研修旅費 11
費用弁償 4

8 報償費 1,594 報奨金 1,594
9 被服費 62 作業服 62
10 備消品費 404 消耗品費（汚水） 400

節
説 明
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款　　　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較

6 流域下水道管理費 424,251 400,749 23,502
7 減価償却費 835,977 805,224 30,753

8 資産減耗費 574 397 177
2 営業外費用 228,952 198,358 30,594

1 支払利息及び企業債取 228,952 198,358 30,594
扱諸費

3 特別損失 2 2 0
1 過年度損益修正損 1 1 0
2 その他特別損失 1 1 0

4 予備費 1,000 1,000 0
1 予備費 1,000 1,000 0
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区 分 金 額

節
説 明

消耗品費（雨水） 4
11 燃料費 159 燃料費 159
12 印刷製本費 1,489 予算・決算書印刷費 174

その他印刷製本費 1,315
13 通信運搬費 579 通信回線使用料 79

郵送料 500
14 委託料 32,942 公営企業会計システム保守管理委託料 2,023

システム保守委託料（汚水） 2,451
受益者負担金システム保守委託料 4,191
下水道台帳等調査委託料（汚水） 9,933
排水設備現場検査委託料 3,762
その他委託料 10,582

15 手数料 249 自動車点検手数料 22
口座振替手数料 173
預金照会手数料 11
計量器定期点検手数料 43

16 賃借料 8,247 電子計算機賃借料 7,996
システム使用料（汚水） 84
システム使用料（雨水） 106
システム使用料（その他） 61

17 修繕費 217 修繕費 217
18 研修費 88 下水道関係研修（汚水） 88
19 負担金 633 日本下水道協会（汚水） 189

流域下水道推進協議会（汚水） 60
水洗便所改造資金利子（普及） 26
浄化槽雨水貯留施設転用費 100

 その他負担金 258
20 保険料 209 自動車損害保険料 105

下水道自賠責保険料 104
21 公課費 27 自動車重量税（汚水） 22

印紙代 5
22 貸倒引当金繰入額 113 貸倒引当金繰入額 113
1 流域下水道維持管理負担金 424,251 流域下水道維持管理費（流域） 424,251
1 有形固定資産減価償却費 746,358 有形固定資産減価償却費 746,358
2 無形固定資産減価償却費 89,619 無形固定資産減価償却費 89,619
1 固定資産除却費 574 固定資産除却費 574

1 企業債利息 224,020 下水道事業債 182,131
流域下水道事業債 38,589
資本費平準化債 3,300

2 一時借入金利息 4,932 一時借入金利息 4,932

1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1
1 その他特別損失 1 その他特別損失 1

1 予備費 1,000 予備費 1,000
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資本的収入

1 資本的収入 2,337,742 2,220,245 117,497
1 企業債 1,367,300 1,234,120 133,180

1 企業債 1,367,300 1,234,120 133,180

2 出資金 219,469 199,379 20,090
1 他会計出資金 219,469 199,379 20,090

3 負担金 40,638 78,751 △ 38,113
1 受益者負担金 39,738 58,496 △ 18,758

2 工事負担金 900 20,255 △ 19,355
4 補助金 710,335 707,995 2,340

1 国庫補助金 616,600 628,800 △ 12,200

2 他会計補助金 93,735 79,195 14,540

収入  

款　　　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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及び支出

（単位：千円）

区 分 金 額

1 下水道事業債 1,119,200 下水道事業債 1,119,200
2 流域下水道事業債 33,300 流域下水道事業債 33,300
3 資本費平準化債 214,800 資本費平準化債 214,800

1 一般会計出資金 219,469 一般会計出資金 219,469

1 受益者負担金 39,738 受益者負担金 38,838
受益者分担金 900

1 工事負担金 900 （汚水）工事負担金 900

1 国庫補助金 616,600 社会資本整備総合交付金 549,100
防災・安全交付金 67,500

1 一般会計補助金 93,735 一般会計補助金 93,735

節
説 明
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1 資本的支出 2,818,341 2,695,686 122,655
1 建設改良費 2,180,304 2,102,835 77,469

１ 管路建設改良費 2,077,467 1,978,620 98,847

2 ポンプ場建設改良費 5,500 44,055 △ 38,555

3 雨水貯留施設建設改良 64,000 15,840 48,160
費

4 流域下水道建設負担金 33,337 64,320 △ 30,983
2 企業債償還金 638,037 592,851 45,186

1 企業債償還金 638,037 592,851 45,186

支出 

款　　　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比較
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（単位：千円）

区 分 金 額

1 給料 20,132 一般職給 20,132
2 手当 14,701 扶養手当 996

通勤手当 594
住居手当 270
時間外勤務手当 2,154
期末・勤勉手当 8,996
地域手当 1,691

3 法定福利費 7,349 共済組合負担金 7,349
4 委託料 220,170 地下埋設物調査委託料（汚水） 2,352

調査測量設計委託料（汚水） 200,538
公共汚水ます等申請回収委託料（汚水） 1,760
委託料（雨水） 15,520

5 工事請負費 1,342,265 施設整備工事（汚水） 1,073,172
施設整備工事（雨水） 136,409
公共汚水ます設置工事（汚水） 132,684

6 路面復旧費 124,773 路面復旧費（汚水） 124,773
7 補償費 344,386 占用物移転補償金（汚水） 326,475

占用物移転補償金（雨水） 17,911
8 負担金 3,691 その他の負担金（汚水） 3,691
1 工事請負費 5,500 施設整備工事（雨水） 5,500

1 委託料 64,000 調査設計費（雨水） 64,000

1 流域下水道建設負担金 33,337 流域下水道建設負担金 33,337

1 企業債償還金 638,037 下水道事業債 479,988
流域下水道事業債 153,393
その他の企業債 4,656

節
説 明
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